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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表示部と記憶部とを備える情報端末であって、
　前記情報端末の利用時間又は前記情報端末の動作を監視し、予め定めた利用期限の到達
、予め定めた寿命の到達、故障の発生、のいずれかを含む、前記情報端末の回収が必要と
なるイベントを検出したら、前記記憶部に予め記憶した、イベントと送り先情報とを対応
付けるテーブルを参照して、検出した前記イベントに応じた送り先情報を取得し、当該送
り先情報を所定の送り状形式で前記表示部に表示させる制御部を備える、ことを特徴とす
る情報端末。
【請求項２】
　前記表示部は、前記情報端末の電源がオフになっても表示が維持されるメモリ性を有す
るデバイスで構成され、
　前記制御部は、前記表示部に前記送り先情報を表示させた後、前記情報端末の電源をオ
フにする、ことを特徴とする請求項１に記載の情報端末。
【請求項３】
　前記制御部は、前記情報端末の電源をオフにした後、前記情報端末の表面に設けた電源
スイッチの操作を無効にする、ことを特徴とする請求項２に記載の情報端末。
【請求項４】
　前記情報端末を搬送するための梱包材に、予め窓部が設けられており、
　前記制御部は、前記送り先情報を、前記表示部の前記窓に対応する位置に表示させる、
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ことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか一に記載の情報端末。
【請求項５】
　前記制御部は、前記表示部に、前記情報端末の搬送方法に応じた送り状形式を選択可能
に表示させる、ことを特徴とする請求項１乃至４のいずれか一に記載の情報端末。
【請求項６】
　前記制御部は、前記表示部に前記送り先情報を表示させる際に、前記情報端末の使用中
に保存された内部データを消去する、ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか一に記
載の情報端末。
【請求項７】
　請求項１乃至４のいずれか一に記載の情報端末と、サーバと、がネットワークで接続さ
れた情報端末管理システムであって、
　前記サーバは、前記イベントと前記送り先情報とを関連付けたテーブル、若しくは、前
記イベントと前記送り先情報と前記送り状形式とを関連付けたテーブルを記憶し、
　前記情報端末の前記制御部は、前記イベントを検出したら、前記サーバに当該イベント
を通知し、
　前記サーバは、前記テーブルを参照して前記イベントに応じた前記送り先情報及び／又
は前記送り状形式を特定して、前記情報端末に通知する、ことを特徴とする情報端末管理
システム。
【請求項８】
　請求項１乃至４のいずれか一に記載の情報端末と、サーバと、がネットワークで接続さ
れた情報端末管理システムであって、
　前記情報端末の前記制御部は、前記表示部に前記送り先情報を表示させる際に、前記情
報端末の使用中に保存された内部データを、前記サーバに移動する、ことを特徴とする情
報端末管理システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表示部を備えた情報端末及び当該情報端末を管理する情報端末管理システム
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子ペーパーや電子ブック等の表示部を備えた装置を用いて資料や書籍などのド
キュメントを閲覧するユーザが増えている。このような装置（以下、情報端末と呼ぶ。）
を複数のユーザが使用する場合、各ユーザは使用後に情報端末を返却することになるが、
情報端末を使用している場所と情報端末を回収する場所とが離れている場合には、ユーザ
は情報端末を搬送しなければならない。
【０００３】
　また、ユーザが情報端末を使用している最中に、情報端末が故障したり、寿命に到達す
ることがあり、この場合には、情報端末は一旦回収された後、管理者が故障対応窓口や寿
命品回収窓口に届けなければならない。
【０００４】
　このような背景から、情報端末を簡便に回収できるようにする技術の提案が求められて
おり、回収に関する技術として、例えば、下記特許文献１には、コンピュータを用いて、
市中に散らばって存在する物品の回収を促進する方法であって、物品の性質情報を含む物
品の引渡希望を前記コンピュータに入力し、予め前記コンピュータに登録された回収者を
、前記引渡希望に付与された情報によって選択し、予め前記コンピュータに登録された地
理情報テーブルと前記物品の存在位置をマッチングすることによって回収場所を決定し、
予め前記コンピュータに登録された対価テーブルによって対価を決定し、所有者に対して
前記物品の対価および／または前記回収場所および／または回収者に関する情報を出力す
る物品の回収促進方法が開示されている。



(3) JP 5572869 B2 2014.8.20

10

20

30

40

50

【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－３４２０５３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１の技術では、所有者に対して物品の回収場所や回収者に関する情報を出力す
ることによって、ユーザが回収場所を探す手間を省くことはできるが、郵送等で物品を搬
送する場合は、ユーザはその物品を回収場所に搬送するための送り状を作成しなければな
らず、手間がかかる。また、間違った送り状を作成してしまった場合には、物品を所定の
回収場所に搬送することができない。
【０００７】
　このような問題に対して、全ての回収場所に対する送り状を情報端末に付帯しておき、
利用者が情報端末の状況に応じて適切な回収場所の送り状を選択する方法もあるが、この
場合、利用者の身近に送り状を保管しなければならず、保管の手間がかかったり、保管場
所から離れた場所で情報端末を使用していた場合は、保管場所まで情報端末を運ぶあるい
は送り状を取りに行く手間がかかってしまう。
【０００８】
　また、常に情報端末のそばに送り状を置いておくことも可能であるが、この場合、送り
状がかさばって情報端末の持ち運び性が悪化し、操作の邪魔になるという問題も生じる。
【０００９】
　本発明は、上記問題点に鑑みてなされたものであって、その主たる目的は、ユーザの手
間をかけずに、簡便に回収することができる情報端末及び情報端末管理システムを提供す
ることにある。
【００１０】
　また、本発明の他の目的は、情報端末に記憶された情報の漏洩を未然に防止することが
できる情報端末及び情報端末管理システムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記目的を達成するため、本発明は、表示部と記憶部とを備える情報端末であって、前
記情報端末の利用時間又は前記情報端末の動作を監視し、予め定めた利用期限の到達、予
め定めた寿命の到達、故障の発生、のいずれかを含む、前記情報端末の回収が必要となる
イベントを検出したら、前記記憶部に予め記憶した、イベントと送り先情報とを対応付け
るテーブルを参照して、検出した前記イベントに応じた送り先情報を取得し、当該送り先
情報を所定の送り状形式で前記表示部に表示させる制御部を備えるものである。
【００１２】
　本発明においては、前記表示部は、前記情報端末の電源がオフになっても表示が維持さ
れるメモリ性を有するデバイスで構成され、前記制御部は、前記表示部に前記送り先情報
を表示させた後、前記情報端末の電源をオフにする構成とすることができ、前記制御部は
、前記情報端末の電源をオフにした後、前記情報端末の表面に設けた電源スイッチの操作
を無効にすることができる。
【００１３】
　また、本発明においては、前記制御部は、前記表示部に前記送り先情報を表示させる際
に、前記情報端末の使用中に保存された内部データを消去する構成とすることができる。
【００１４】
　また、本発明は、上記記載の情報端末と、サーバと、がネットワークで接続された情報
端末管理システムであって、前記サーバは、前記イベントと前記送り先情報とを関連付け
たテーブル、若しくは、前記イベントと前記送り先情報と前記送り状形式とを関連付けた
テーブルを記憶し、前記情報端末の前記制御部は、前記イベントを検出したら、前記サー
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バに当該イベントを通知し、前記サーバは、前記テーブルを参照して前記イベントに応じ
た前記送り先情報及び／又は前記送り状形式を特定して、前記情報端末に通知するもので
ある。
【００１５】
　また、本発明は、上記記載の情報端末と、サーバと、がネットワークで接続された情報
端末管理システムであって、前記情報端末の前記制御部は、前記表示部に前記送り先情報
を表示させる際に、前記情報端末の使用中に保存された内部データを、前記サーバに移動
するものである。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の情報端末及び情報端末管理システムによれば、ユーザの手間をかけずに、簡便
に回収することができる。その理由は、情報端末は、予め定めた利用期限や利用回数（寿
命）の到達、故障や動作不良の発生などの情報端末の回収が必要となるイベントを検出し
、検出したイベントに応じた送り先情報を所定の送り状形式で表示部に表示させるからで
ある。また、情報端末を搬送するための梱包材に予め窓部を設けておき、その窓部に対応
する位置に送り先情報を表示させるからである。
【００１７】
　また、本発明の情報端末及び情報端末管理システムによれば、情報端末に記憶された情
報の漏洩を未然に防止することができる。その理由は、送り先情報を送り状形式で表示す
る際に、内部に保存されたデータを外部に移動若しくは消去したり、表示部がメモリ性を
有するデバイスの場合には、送り先情報を送り状形式で表示した後、情報端末の電源をオ
フにしたりするからである。
【００１８】
　これにより、情報端末の利用者は送り状の作成や梱包の手間をかけることなく、情報端
末の搬送を安全に第三者に委託することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の一実施例に係る情報端末管理システムの一例を模式的に示す図である。
【図２】本発明の一実施例に係る情報端末の構成を示すブロック図である。
【図３（ａ）】本発明の一実施例に係る情報端末の動作（情報端末の準備動作）を示すフ
ローチャート図である。
【図３（ｂ）】本発明の一実施例に係る情報端末の動作（情報端末の準備動作）を示すフ
ローチャート図である。
【図３（ｃ）】本発明の一実施例に係る情報端末の動作（情報端末の準備動作）を示すフ
ローチャート図である。
【図４】本発明の一実施例に係る情報端末の動作（利用期限に到達した時の動作）を示す
フローチャート図である。
【図５】本発明の一実施例に係る情報端末の動作（故障した時の動作）を示すフローチャ
ート図である。
【図６】本発明の一実施例に係る情報端末の動作（寿命に到達した時の動作）を示すフロ
ーチャート図である。
【図７】本発明の一実施例に係る情報端末に表示される送り状の一例を示す図である。
【図８】本発明の一実施例に係る情報端末の管理者用電源スイッチの一例を示す図である
。
【図９】本発明の一実施例に係る情報端末の管理者用電源スイッチの他の例を示す図であ
る。
【図１０】本発明の一実施例に係る情報端末の梱包箱の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　背景技術で示したように、情報端末の利用期限が到達した場合には、その情報端末を返
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却するために、回収先を調べて送り状を作成しなければならず、手間がかかるという問題
があった。また、情報端末が故障したり、寿命に到達した場合にも、その情報端末を修理
するために、修理先を調べて送り状を作成しなければならず、手間がかかるという問題が
あった。
【００２１】
　そこで、本発明の一実施の形態では、表示部を持つ情報端末に、予め定めた利用期限や
利用回数（寿命）の到達、故障や動作不良の発生などの情報端末の回収が必要となるイベ
ントを検出する機能と、検出したイベントに応じた送り先情報を取得し、その送り先情報
を予め定めた所定の送り状形式（郵便物のフォーマットや社内メール便のフォーマットな
ど）で表示部の所定の位置（例えば、梱包材の窓部に相当する位置）に表示させる機能を
持たせる。
【００２２】
　また、送り先情報を表示する表示部を露出させた状態で搬送すると、情報端末に保存さ
れたデータが第三者に閲覧される可能性があることから、届出先情報を表示する際に、情
報端末内に記憶されたデータを消去若しくはネットワークに接続されるサーバなどに移動
させたり、メモリ性を有するデバイスで表示部を構成し、送り先情報を表示した後に情報
端末の電源をオフにしたりする。
【実施例】
【００２３】
　上記した本発明の一実施の形態についてさらに詳細に説明すべく、本発明の一実施例に
係る情報端末及び情報端末管理システムについて、図１乃至図１０を参照して説明する。
図１は、本実施例の情報端末管理システムの構成を模式的に示す図であり、図２は、情報
端末の構成を示すブロック図である。また、図３乃至図６は、情報端末の動作を示すフロ
ーチャート図であり、図７は、情報端末の表示部に表示される送り状の一例を示す図であ
る。また、図８及び図９は、管理者用電源スイッチの構成例を示す図であり、図１０は、
情報端末の梱包箱の構成例を示す図である。
【００２４】
　図１に示すように、本実施例の情報端末管理システムは、情報端末１００とサーバ２０
０とで構成される。情報端末１００とサーバ２００とは、ＬＡＮ（Local Area Network）
やＷＡＮ（Wide Area Network）などの通信ネットワークによって接続されている。以下
、各装置の具体的構成について説明する。
【００２５】
　［情報端末］
　情報端末１００は、電子ペーパーや電子ブックなどの表示部を備えた装置であり、ＣＰ
Ｕ（Central Processing Unit）１０１、メモリ１０２、表示部１０３、表示コントロー
ラ１０４、操作部（タッチパネル）１０５、通信部１０６、電池１０７、電源スイッチ（
ユーザ操作用）１０８、電源スイッチ（管理者操作用）１０９、故障検出部１１０、利用
期限／寿命検出部１１１などで構成される。
【００２６】
　ＣＰＵ１０１は、メモリ１０２から読み出したプログラムを実行し、各部の動作を制御
する制御部として機能する。例えば、予め定めた利用期限や利用回数（寿命）の到達、故
障や動作不良の発生などの情報端末１００の回収が必要となる事象（以下、イベントと呼
ぶ。）を検出した場合に、検出したイベントに対応する回収場所に情報端末１００を搬送
するための宛先（以下、送り先情報と呼ぶ。）を特定し、その送り先情報を搬送方法に応
じて定められた形式（以下、送り状形式と呼ぶ。）で表示部１０３に表示させる制御を行
うプログラムや、送り先情報を送り状形式で表示する際に、メモリ１０２に保存したデー
タを消去若しくはサーバ２００に移動させるプログラム、送り先情報を送り状形式で表示
した後に、電源をオフにする制御を行うプログラムなどを実行する。
【００２７】
　メモリ１０２は、ＲＯＭ（Read Only Memory）やＲＡＭ（Random Access Memory）など
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で構成され、ＣＰＵ１０１で動作する各種プログラム、情報端末１００の動作を制御する
ための設定情報、各種データ、イベントと送り先情報と送り状形式情報（テンプレートデ
ータ）とを対応付けるテーブルなどを記憶する。
【００２８】
　表示部１０３は、電子ペーパー（ＥＰＤ：Electrophoretic Display）や液晶表示装置
（ＬＣＤ：Liquid Crystal Display）、有機ＥＬ（electroluminescence）表示装置等か
らなり、文字や写真、図形、グラフ、表などの各種情報を表示すると共に、情報端末１０
０を回収場所に搬送する際にはその送り先情報を所定の送り状形式で表示する。
【００２９】
　なお、電子ペーパーは、一対の透明なフィルム基板の内表面に透明導電性の電極が形成
され、電極間に導電性を有する黒色トナーと電気絶縁性を有する白色トナーが封入され、
電極間に電圧を印加すると黒色トナーが移動して白色トナーと入れ替わって色が変化する
構造であるため、電源オフ時においても表示が継続することから、本実施例の表示部１０
３として好ましい。
【００３０】
　表示コントローラ１０４は、表示部１０３を駆動し、故障検出部１１０若しくは利用期
限／寿命検出部１１１の検出結果に基づき、表示部１０３の表示を制御する。
【００３１】
　操作部１０５は、表示部１０３上に、透明電極が格子状に配置された感圧式のタッチパ
ネルであり、手指やタッチペン等で押下された力点のＸＹ座標を電圧値で検出し、検出さ
れた位置信号を操作信号としてＣＰＵ１０１に出力する。
【００３２】
　通信部１０６は、ＮＩＣ（Network Interface Card）やモデムなどを備え、有線通信や
無線通信によりサーバ２００と交信し、サーバ２００から送り先情報や送り状形式などを
受信したり、メモリ１０２に記憶したデータをサーバ２００に送信したりする。
【００３３】
　電池１０７は、情報端末１００の各部を駆動するための電源を供給する。
【００３４】
　電源スイッチ（ユーザ操作用）１０８は、情報端末１００を利用するユーザが電源をオ
ン／オフすることができるスイッチであり、ユーザが操作可能な場所（例えば、図７に示
すように、情報端末１００の表面の表示部１０３の下など）に配置される。
【００３５】
　電源スイッチ（管理者操作用）１０９は、情報端末１００を管理する管理者のみが電源
をオン／オフすることができるスイッチであり、管理者以外のユーザが操作できない場所
（例えば、図８及び図９に示すように、情報端末１００の裏面の治具挿入孔１２０の内部
や穴１２２など）に配置される。
【００３６】
　故障検出部１１０は、情報端末１００の各部の動作を監視し、動作しなくなったり、異
常な動作をしている場合に、故障であると判断してＣＰＵ１０１に故障を通知する。
【００３７】
　利用期限／寿命検出部１１０は、ユーザが使用した期間を監視し、その期間が予め定め
た利用期限に到達したら、その旨をＣＰＵ１０１に通知する。また、情報端末１００の消
耗部品の使用状態（例えば、表示部１０３の表示を切り替えた回数など）を監視し、消耗
部品が寿命に到達（表示を切り替えた回数が予め定めた回数に到達）したら、その旨をＣ
ＰＵ１０１に通知する。
【００３８】
　なお、図２では、故障検出部１１０や利用期限／寿命検出部１１０をハードウェアとし
て構成しているが、これらはＣＰＵ１０１により実行されるプログラムとして構成しても
よい。
【００３９】
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　［サーバ］
　サーバ２００は、ＣＰＵとメモリとで構成される制御部と、ＨＤＤ（Hard Disk Drive
）などの記憶部と、通信部などで構成され、記憶部には、情報端末１００で発生したイベ
ントと送り先情報と送り状形式情報とを対応付けるテーブルを保有しており、制御部は、
情報端末１００からの問い合わせを受けると、イベントに対応する送り先情報及び／又は
送り状形式を送信する。なお、送り先情報や送り状形式情報を情報端末１００側に記憶す
る場合や情報端末１００のメモリ１０２に保存したデータをサーバ２００に移動させる必
要がない場合は、サーバ２００を省略してもよい。
【００４０】
　次に、上記構成の情報端末１００の動作について、図３乃至図６を参照して説明する。
【００４１】
　まず、管理者による情報端末１００の準備動作（各種設定動作）について、図３（ａ）
～図３（ｃ）のフローチャート図を参照して説明する。なお、図３（ａ）～図３（ｃ）は
作図の都合上、分図したものであり、一連の処理を示している。
【００４２】
　［利用期限に関する設定］
　図３（ａ）に示すように、管理者が、情報端末１００の操作部１０５を操作してＩＤや
パスワードなどを入力すると、ＣＰＵ１０１は、情報端末１００を準備モードで動作させ
、管理者に、利用期限の有無を設定させる（Ｓ１０１）。利用期限の設定が必要ない場合
は（Ｓ１０２のＮｏ）、ＣＰＵ１０１は、情報端末１００の設定を変更せずに（Ｓ１０３
）、Ｓ１２７にスキップする。一方、利用期限の設定が必要な場合は（Ｓ１０２のＹｅｓ
）、ＣＰＵ１０１は、管理者に、利用期限を入力させ（Ｓ１０４）、続いて、利用期限到
達時の送り先情報登録の有無を設定させる（Ｓ１０５）。
【００４３】
　送り先情報の登録が必要な場合は（Ｓ１０６のＹｅｓ）、ＣＰＵ１０１は、管理者に、
利用期限到達時に情報端末１００を届ける回収場所とその場所の管理者の情報を入力させ
（Ｓ１０７）、入力された情報をメモリ１０２に保存する（Ｓ１０８）。一方、送り先情
報の登録が必要ない場合は（Ｓ１０６のＮｏ）、ＣＰＵ１０１は、外部のサーバ２００へ
の問い合わせが必要かを判断し（Ｓ１０９）、問い合わせが必要な場合は、サーバ２００
に問い合わせる設定にし（Ｓ１１０）、問い合わせが必要ない場合は、情報端末１００の
設定変更なしと判断する（Ｓ１１１）。
【００４４】
　次に、ＣＰＵ１０１は、管理者に、送り状形式の登録の有無を設定させる（Ｓ１１２）
。送り状形式の登録が必要な場合は（Ｓ１１３）、ＣＰＵ１０１は、管理者に、送り状の
形式と名称を入力させ（Ｓ１１４）、入力された情報をメモリ１０２に保存する（Ｓ１１
５）。一方、送り状形式の登録が必要ない場合は、ＣＰＵ１０１は、情報端末１００の設
定変更なしと判断する（Ｓ１１６）。
【００４５】
　次に、ＣＰＵ１０１は、管理者に、送り状形式選択の有無を設定させる（Ｓ１１７）。
送り状形式の選択が必要な場合は（Ｓ１１８のＹｅｓ）、ＣＰＵ１０１は、登録した送り
状名称や業者名を表示し（Ｓ１１９～Ｓ１２２）、選択された送り状名称をメモリ１０２
に保存する（Ｓ１２３）。一方、送り状形式の選択が必要ない場合は（Ｓ１１８のＮｏ）
、ＣＰＵ１０１は、外部のサーバ２００への問い合わせが必要かを判断し（Ｓ１２４）、
問い合わせが必要な場合は、サーバ２００に問い合わせる設定にし（Ｓ１２５）、問い合
わせが必要ない場合は、情報端末１００の設定変更なしと判断する（Ｓ１２６）。
【００４６】
　［故障に関する設定］
　引き続き、図３（ｂ）に示すように、ＣＰＵ１０１は、管理者に、故障時の送り先情報
登録の有無を設定させる（Ｓ１２７）。送り先情報の登録が必要な場合は（Ｓ１２８のＹ
ｅｓ）、ＣＰＵ１０１は、管理者に、故障時の送り先情報を入力させ（Ｓ１２９）、入力
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された情報をメモリ１０２に保存する（Ｓ１３０）。一方、送り先情報の登録が必要ない
場合は（Ｓ１２８のＮｏ）、ＣＰＵ１０１は、外部のサーバ２００への問い合わせが必要
かを判断し（Ｓ１３１）、問い合わせが必要な場合は、サーバ２００に問い合わせる設定
にし（Ｓ１３２）、問い合わせが必要ない場合は、情報端末１００の設定変更なしと判断
する（Ｓ１３３）。
【００４７】
　次に、ＣＰＵ１０１は、管理者に、故障時の送り状形式の登録の有無を設定させる（Ｓ
１３４）。送り状形式の登録が必要な場合は（Ｓ１３５のＹｅｓ）、ＣＰＵ１０１は、管
理者に、当故障時の送り状の形式と名称を入力させ（Ｓ１３６）、入力された情報をメモ
リ１０２に保存する（Ｓ１３７）。一方、送り状形式の登録が必要ない場合は（Ｓ１３５
のＮｏ）、ＣＰＵ１０１は、情報端末１００の設定変更なしと判断する（Ｓ１３８）。
【００４８】
　次に、ＣＰＵ１０１は、管理者に、故障時の送り状形式選択の有無を設定させる（Ｓ１
３９）。送り状形式の選択が必要な場合は（Ｓ１４０のＹｅｓ）、ＣＰＵ１０１は、登録
した送り状名称や業者名を表示し（Ｓ１４１～Ｓ１４４）、選択された送り状名称をメモ
リ１０２に保存する（Ｓ１４５）。一方、送り状形式の選択が必要ない場合は（Ｓ１４０
のＮｏ）、ＣＰＵ１０１は、外部のサーバ２００への問い合わせが必要かを判断し（Ｓ１
４６）、問い合わせが必要な場合は、サーバ２００に問い合わせる設定にし（Ｓ１４７）
、問い合わせが必要ない場合は、情報端末１００の設定変更なしと判断する（Ｓ１４８）
。
【００４９】
　［寿命に関する設定］
　引き続き、図３（ｃ）に示すように、ＣＰＵ１０１は、管理者に、寿命到達時の送り先
情報登録の有無を設定させる（Ｓ１４９）。送り先情報の登録が必要な場合は（Ｓ１５０
のＹｅｓ）、ＣＰＵ１０１は、管理者に、寿命到達時の送り先情報を入力させ（Ｓ１５１
）、入力された情報をメモリ１０２に保存する（Ｓ１５２）。一方、送り先情報の登録が
必要ない場合は（Ｓ１５０のＮｏ）、ＣＰＵ１０１は、外部のサーバ２００への問い合わ
せが必要かを判断し（Ｓ１５３）、問い合わせが必要な場合は、サーバ２００に問い合わ
せる設定にし（Ｓ１５４）、問い合わせが必要ない場合は、情報端末１００の設定変更な
しと判断する（Ｓ１５５）。
【００５０】
　次に、ＣＰＵ１０１は、管理者に、寿命到達時の送り状形式の登録の有無を設定させる
（Ｓ１５６）。送り状形式の登録が必要な場合は（Ｓ１５７のＹｅｓ）、ＣＰＵ１０１は
、管理者に、寿命到達時の送り状の形式と名称を入力させ（Ｓ１５８）、入力された情報
をメモリ１０２に保存する（Ｓ１５９）。一方、送り状形式の登録が必要ない場合は（Ｓ
１５７のＮｏ）、ＣＰＵ１０１は、情報端末１００の設定変更なしと判断する（Ｓ１６０
）。
【００５１】
　次に、ＣＰＵ１０１は、管理者に、寿命到達時の送り状形式選択の有無を設定させる（
Ｓ１６１）。送り状形式の選択が必要な場合は（Ｓ１６２のＹｅｓ）、ＣＰＵ１０１は、
入力された送り状名称や業者名を表示し（Ｓ１６３～Ｓ１６６）、選択された送り状名称
をメモリ１０２に保存する（Ｓ１６７）。一方、送り状形式の選択が必要ない場合は（Ｓ
１６２のＮｏ）、ＣＰＵ１０１は、外部のサーバ２００への問い合わせが必要かを判断し
（Ｓ１６８）、問い合わせが必要な場合は、サーバ２００に問い合わせる設定にし（Ｓ１
６９）、問い合わせが必要ない場合は、情報端末１００の設定変更なしと判断する（Ｓ１
７０）。
【００５２】
　次に、ＣＰＵ１０１は、管理者に、送り状の表示位置の設定が必要かを入力させる（Ｓ
１７１）。表示位置の設定が必要な場合は（Ｓ１７２のＹｅｓ）、ＣＰＵ１０１は、管理
者に、送り状の表示位置を入力させ（Ｓ１７３）、入力された情報をメモリ１０２に保存
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する（Ｓ１７４）。一方、表示位置の設定が必要ない場合は（Ｓ１７２のＮｏ）、ＣＰＵ
１０１は、情報端末１００の設定変更なしと判断する（Ｓ１７５）。
【００５３】
　次に、上記フローで管理者による設定が行われた情報端末１００をユーザが使用し、使
用中にイベントが発生した場合の動作について説明する。
【００５４】
　まず、使用中に情報端末１００が利用期限に到達したときの動作について、図４のフロ
ーチャート図を参照して説明する。
【００５５】
　ＣＰＵ１０１は、利用期限が設定されているかを判断し（Ｓ２０１）、利用期限が設定
されていない場合は、後述する図５及び図６のフローチャート図に従って、故障が発生し
た場合若しくは寿命に到達した場合の制御を行う。一方、利用期限が設定されている場合
は、メモリ１０２から利用期限を読み出し（Ｓ２０２）、利用時間が利用期限に到達した
かを監視する（Ｓ２０３）。
【００５６】
　利用期限に到達したら、ＣＰＵ１０１は、コンテンツに書き込みがあるかを判断し（Ｓ
２０４）、書き込みがない場合はＳ２０８にスキップし、書き込みがある場合は、コンテ
ンツの保存が必要かを判断する（Ｓ２０５）。コンテンツの保存が必要な場合は、必要に
応じて、メモリ１０２に保存しているデータを外部の装置（例えば、サーバ２００）に移
動し（Ｓ２０６）、コンテンツの保存が必要ない場合は、必要に応じて、内部データを消
去する（Ｓ２０７）。
【００５７】
　次に、ＣＰＵ１０１は、送り先情報の設定があるかを判断し（Ｓ２０８）、設定がある
場合は、利用期限に到達した時の送り先情報をメモリ１０２から読み出す（Ｓ２０９）。
一方、設定がない場合は、外部のサーバ２００に送り先情報の問い合わせを行い（Ｓ２１
０）、サーバ２００から送り先情報を受信する（Ｓ２１１）。
【００５８】
　次に、ＣＰＵ１０１は、表示する送り状形式の設定があるかを判断し（Ｓ２１２）、設
定がある場合は、指定された第三者の送り先形式を内部のメモリ１０２から読み出す（Ｓ
２１３）。一方、設定がない場合は、送り状形式を外部へ問い合わせる設定になっている
かを判断し（Ｓ２１４）、問い合わせる設定になっている場合は、外部のサーバ２００に
送り状形式の問い合わせを行い（Ｓ２１５）、サーバ２００から送り状形式を受信する（
Ｓ２１６）。一方、問い合わせる設定になっていない場合は、表示部１０３に送り状形式
選択画面を表示させ（Ｓ２１７～Ｓ２２１）、選択された送り状形式をメモリ１０２から
読み出す（Ｓ２２２）。
【００５９】
　その後、ＣＰＵ１０１は、送り先情報を送り状形式に従って表示する（Ｓ２２３）。図
７は、送り状の表示例であり、（ａ）社内メール形式の送り状、（ｂ）は、郵送形式の送
り状の一例である。なお、送り状の構成は適宜変更可能であり、例えば、差出人情報や配
達指定日などの発送条件を送り状の形式に従って表示することもできる。また、図７は、
情報端末１００を単体で搬送する場合の例であり、表示部１０３の全面に送り状を表示し
ているが、情報端末１００を梱包材で梱包して搬送することも可能である。その場合は、
図１０に示すように、梱包箱１３０に窓部１３１を設けておき、情報端末１００を梱包箱
１３０に挿入した時に窓部１３１から送り状が視認できるように、表示部１０３の特定の
位置に送り状を表示することができる。
【００６０】
　次に、ＣＰＵ１０１は、表示部１０３がメモリ性を有するデバイスで構成されている場
合は、情報端末１００の電源をオフして通常の電源スイッチ（ユーザ操作用電源スイッチ
１０８）の操作を無効化する（Ｓ２２４）。これにより、情報端末１００を回収場所に搬
送する途中で電源がオンとなってメモリ１０２に保存したデータが閲覧されることがなく
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なり、情報端末１００の搬送を安全に第三者に委託することができる。
【００６１】
　なお、回収場所に搬送された情報端末１００は、管理者によって電源をＯＮにする必要
があるため、情報端末１００に管理者用電源スイッチ１０９を設けて、管理者のみが電源
をＯＮにできるような構造にする。例えば、図８に示すように、情報端末１００の裏面側
に治具挿入口１２０を設け、その治具挿入口１２０に管理者用電源スイッチ治具１２１を
嵌め込むことにより、情報端末１００の電源がＯＮとなる構造にすることができる。また
、図９に示すように、情報端末１００の裏面に複数箇所（図では３ヶ所）の穴１２２を設
け、複数箇所の穴１２２を同時に押し込むことにより、情報端末１００の電源がＯＮとな
る構造にすることもできる。
【００６２】
　次に、情報端末１００が故障したときの動作について、図５のフローチャート図を参照
して説明する。
【００６３】
　ＣＰＵ１０１は、情報端末１００の各部の動作を監視する（Ｓ３０１）。故障が発生し
たら、表示の保持、電源スイッチの機能停止など、第三者による運送に支障があるかを判
断し（Ｓ３０２）、第三者による運送に支障がある場合は、表示部１０３に送り先情報を
表示したり、電源をオフにしたりすることができないため、ユーザが手動で運送の手配を
する（Ｓ３０３）。
【００６４】
　一方、第三者による運送に支障がない場合は、コンテンツに書き込みがあるかを判断し
（Ｓ３０４）、書き込みがない場合はＳ３０８にスキップし、書き込みがある場合は、コ
ンテンツの保存が必要かを判断する（Ｓ３０５）。コンテンツの保存が必要な場合は、必
要に応じて、メモリ１０２に保存しているデータを外部のサーバ２００に移動し（Ｓ３０
６）、コンテンツの保存が必要ない場合は、必要に応じて、内部データを消去する（Ｓ３
０７）。
【００６５】
　次に、ＣＰＵ１０１は、送り先情報を外部に問い合わせるかを判断し（Ｓ３０８）、問
い合わせる場合は、外部のサーバ２００に送り先情報の問い合わせを行い（Ｓ３０９）、
サーバ２００から送り先情報を受信し（Ｓ３１０）、問い合わせない場合は、故障した時
の送り先情報をメモリ１０２から読み出す（Ｓ３１１）。
【００６６】
　次に、ＣＰＵ１０１は、表示する送り状形式の設定があるかを判断し（Ｓ３１２）、設
定がある場合は、指定された第三者の送り先形式を内部のメモリ１０２から読み出す（Ｓ
３１３）。一方、設定がない場合は、送り状形式を外部へ問い合わせる設定になっている
かを判断し（Ｓ３１４）、問い合わせる設定になっている場合は、外部のサーバ２００に
送り状形式の問い合わせを行い（Ｓ３１５）、サーバ２００から送り状形式を受信する（
Ｓ３１６）。一方、問い合わせる設定になっていない場合は、表示部１０３に送り状形式
選択画面を表示させ（Ｓ３１７～Ｓ３２１）、選択された送り状形式をメモリ１０２から
読み出す（Ｓ３２２）。
【００６７】
　その後、利用期限に到達した場合と同様に、送り先情報を送り状形式に従って表示し（
Ｓ３２３）、表示部１０３がメモリ性を有するデバイスで構成されている場合は、情報端
末１００の電源をオフして通常の電源スイッチ（ユーザ操作用電源スイッチ１０８）の操
作を無効化する（Ｓ３２４）。
【００６８】
　次に、情報端末が寿命に達したときの動作について、図６のフローチャート図を参照し
て説明する。
【００６９】
　ＣＰＵ１０１は、メモリ１０２から寿命の設定（例えば、表示書き換え枚数の設定）を
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読み出し、寿命に到達（表示書き換え枚数が設定値に到達）したかを判断する（Ｓ４０２
）。寿命に到達（表示書き換え枚数が設定値に到達）したら、ＣＰＵ１０１は、コンテン
ツに書き込みがあるかを判断し（Ｓ４０３）、書き込みがない場合はＳ４０７にスキップ
し、書き込みがある場合は、内部データを移動する必要があるかを判断する（Ｓ４０４）
。移動する必要がある場合は、必要に応じて、メモリ１０２に保存しているデータを外部
のサーバ２００に移動し（Ｓ４０５）、移動する必要がない場合は、必要に応じて、内部
データを消去する（Ｓ４０６）。
【００７０】
　次に、ＣＰＵ１０１は、送り先情報を外部に問い合わせるかを判断し（Ｓ４０７）、問
い合わせる場合は、外部のサーバ２００に送り先情報の問い合わせを行い（Ｓ４０８）、
サーバ２００から送り先情報を受信し（Ｓ４０９）、問い合わせない場合は、利用期限に
到達した時の送り先情報をメモリ１０２から読み出す（Ｓ４１０）。
【００７１】
　次に、ＣＰＵ１０１は、表示する送り状形式の設定があるかを判断し（Ｓ４１１）、設
定がある場合は、指定された第三者の送り先形式を内部のメモリ１０２から読み出す（Ｓ
４１２）。一方、設定がない場合は、送り状形式を外部へ問い合わせる設定になっている
かを判断し（Ｓ４１３）、問い合わせる設定になっている場合は、外部のサーバ２００に
送り状形式の問い合わせを行い（Ｓ４１４）、サーバ２００から送り状形式を受信する（
Ｓ４１５）。一方、問い合わせる設定になっていない場合は、表示部１０３に送り状形式
選択画面を表示させ（Ｓ４１６～Ｓ４２０）、選択された送り状形式をメモリ１０２から
読み出す（Ｓ４２１）。
【００７２】
　その後、利用期限に到達した場合と同様に、送り先情報を送り状形式に従って表示し（
Ｓ４２２）、表示部１０３がメモリ性を有するデバイスで構成されている場合は、情報端
末１００の電源をオフして通常の電源スイッチ（ユーザ操作用電源スイッチ１０８）の操
作を無効化する（Ｓ４２３）。
【００７３】
　このように、本実施例の情報端末１００は、使用期限に到達したか、故障したか、寿命
に到達したかなどのイベントを検出し、検出したイベントに応じた送り先情報を所定の送
り状形式で表示するため、ユーザがイベントに応じた送り先情報を選択／入力したり、そ
の送り先情報を送り状形式に変換して送り状を作成したりする手間を省くことができる。
【００７４】
　また、表示部１０３にメモリ性を持たせることにより、送り先情報を送り状形式で表示
する際に、情報端末１００の電源をオフにすることができ、情報端末１００に記憶された
情報の漏洩を防止することができる。更に、管理者のみが情報端末１００の電源をオンに
できるようにすることで、搬送中に電源がオンとなることがなくなり、情報の漏洩を確実
に防止することができる。また、送り先情報を送り状形式で表示すると共に、情報端末１
００のメモリ１０２に保存したデータを消去したり、サーバ２００に移動することによっ
ても、情報の漏洩を確実に防止することができる。
【００７５】
　なお、本発明は上記実施例の記載に限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しな
い限りにおいて、その構成及び制御は適宜変更可能である。
【００７６】
　例えば、上記各実施例では、イベントとして、利用期限の到達、寿命の到達、故障の発
生を例示したが、情報端末１００を回収場所に搬送する必要がある任意のイベントに対し
て同様に適用することができる。
【産業上の利用可能性】
【００７７】
　本発明は、表示部を備えた情報端末、特に、メモリ性を有する表示部を備えた情報端末
、及び、情報端末とサーバとがネットワークで接続された情報端末管理システムに利用可
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【符号の説明】
【００７８】
　１００　情報端末
　１０１　ＣＰＵ
　１０２　メモリ
　１０３　表示部
　１０４　表示コントローラ
　１０５　操作部
　１０６　通信部
　１０７　電池
　１０８　電源スイッチ（ユーザ操作用）
　１０９　電源スイッチ（管理者操作用）
　１１０　故障検出部
　１１１　利用期限検出／寿命検出部
　１２０　治具挿入孔
　１２１　管理者用電源スイッチ治具
　１２２　穴
　１３０　梱包箱
　１３１　窓部
　２００　サーバ

【図１】

【図２】

【図３（ａ）】
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